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平成２９年度 第１回河内長野市情報公開運営審議会及び 

河内長野市個人情報保護運営審議会 会議録 

 

 

会議名称 

 

平成２９年度 第１回 河内長野市情報公開運営審議会及び河

内長野市個人情報保護運営審議会 

 

開催日時 

 

 

平成２９年８月４日（金）午後２時００分～午後４時３０分 

 

開催場所 

 

 

河内長野市役所 ３０１会議室 

 

公開・非公開の別 

 

 

公開 

 

傍聴者数 

 

 

０人 

 

 

出席委員 

 

 

別紙出席委員名簿のとおり 

 

職務のために出席し

た職員 

 

別紙出席職員名簿のとおり 

 

 

 

会議次第 

 

案 件    

(1) 会長及び副会長の選出について 

(2) 会議録署名者の指定について 

(3) 諮問事案について［情報公開制度・個人情報保護制度］ 

(4) その他 

 

会議内容 

 

 

別紙会議内容要旨のとおり。 
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平成２９年度 第１回 河内長野市情報公開運営審議会及び 

河内長野市個人情報保護運営審議会 会議内容要旨 

 

(1) 開会（事務局） 

 ① 市長あいさつ 

 ② 会議成立の報告 

 ③ 委員及び事務局職員の紹介 

 

(2) 案件 

①案件１ 会長及び副会長の選出について 

  ● 河内長野市情報公開運営審議会規則第２条第１項及び河内長野市

個人情報保護運営審議会規則第２条第１項の規定により、審議会の会

長及び副会長の選出を行ない、石田委員が会長、阪井委員が副会長に

選出された。 

 ②案件２ 会議録署名者の指定について 

  ● 河内長野市情報公開運営審議会規則第５条第３項及び河内長野市

個人情報保護運営審議会運営要領第５条第３項の規定により、石田会

長が金子委員を指名。 

③案件３ 諮問事案について［情報公開制度・個人情報保護制度］ 

  市長が「河内長野市における情報公開制度及び個人情報保護制度の改善

について」を諮問した。 

    ● 諮問事項 

    １．行政文書の定義の明確化について 

                  ［情報公開制度・個人情報保護制度］ 

 ２．個人情報等の定義の明確化について 

               ［情報公開制度・個人情報保護制度］ 

 ３．要配慮個人情報について ［個人情報保護制度］ 

 ４．請求に係る行政文書を保有していないときの対応について 

               ［情報公開制度・個人情報保護制度］ 

 ５．救済手続について    ［情報公開制度］ 

 ６．情報公開審査会及び個人情報保護審査会について 

               ［情報公開制度・個人情報保護制度］ 

 ７．出資法人等の情報公開について ［情報公開制度］ 

 ８．情報の提供について      ［情報公開制度］ 

 ● 事務局より諮問事項の説明。 

● 諮問事項の説明を受けての審議は次項以下のように行われた。 

 ④案件４ その他 

     河内長野市情報公開運営審議会及び河内長野市個人情報保護運営審

議会に係る傍聴要領について、両審議会に諮り定めた。 
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会長 

（石田委員） 

 

 

 

 

 

 

田中委員 

 

事務局（勝山） 

 

 

 

 

会長 

（石田委員） 

 

 

 

 

田中委員 

 

事務局（勝山） 

 

田中委員 

 

事務局（勝山） 

 

 

副会長 

（阪井委員） 

 

事務局（小西） 

 

副会長 

（阪井委員） 

 

 

 

● 今回の諮問は主に、個人情報保護条例については、行政機

関個人情報保護法の全面施行に伴う条例改正、情報公開条例

については現在、河内長野市が課題としている点の条例改正

と思われる。今回の改正をするにあたり、パブリックコメン

トを実施すると思うが、実施の際には、平易な表現をできる

だけ使用する等、市民に分かりやすい形で行っていただきた

い。 

 

● 国の法律と条例の違う箇所はどこなのか。 

 

● 本市条例は国の法律より先行して制定されていることか

ら、スタートの違いがあることから文言等が異なっている。

諮問事項１については、電磁的記録等、国の定義にあわせた

形で文言の整理をしている。 

 

● 河内長野市の情報公開条例は国より先に制定がされてい

る。しかし、後で出来た国の法律の方が精密に作られている

ことから、電磁的記録の文言の追加等、国に合わせる形をと

っているものと思われる。しかし、必ずしも法律に合わせる

必要はなく、自治体それぞれ独自のものである。 

 

● 実施機関が保有していないものは行政文書ではないのか。 

 

● 保有していなければ行政文書ではない。 

 

● 実施機関について説明をしていただきたい。 

 

● 情報公開条例第２条第１項に定めている機関のことであ

る。 

 

● 開示請求の際、複数の部署に同じ文書がある場合に文書の

特定はどのように行なっているのか。 

 

● 文書を発出した課で開示請求を受けることになる。 

 

● 特定の部署が持っていない文書を確認するために、開示請

求をした場合はどうなるのか。 

 

 

 

◎諮問事項の説明を受けての審議内容（要旨） 
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事務局（小西） 

 

 

 

田中委員 

 

 

 

 

副会長 

（阪井委員） 

 

田中委員 

 

副会長 

（阪井委員） 

 

事務局（武田） 

 

 

 

 

事務局（野川） 

 

 

 

副会長 

（阪井委員） 

 

事務局（勝山） 

 

 

副会長 

（阪井委員） 

 

事務局（勝山） 

 

会長 

（石田委員） 

 

● 不存在の通知を出すことになる。そういったことを踏ま

え、今回諮問事項に不存在の場合でも処分性を持たせること

を入れている。 

 

● 経済産業省の資料を見ると文書を作成した課であって開

示訂正の権限をもっている場合については保有としている

が、他の課が通知を受けただけの場合は保有ではなく、保存

ではないのか。 

 

● 文書の保存という概念はないのでは。 

 

 

● 保有も保存も同じことか。 

 

● 保存している段階で保有していることになる。 

 

 

● 個人情報の保護に関する法律には、個人情報取扱事業者

が、開示、内容の訂正等の権限を有するものを保有個人デー

タとして定義している。しかしながら、情報公開条例上では、

そのような定義をしておらず、保存も保有となる。 

   

● 作成、取得に関与した職員個人の段階ではなく、実施機関

の組織において事務処理上必要なものとして利用、保管及び

保存されたものを保有していると解釈している。 

 

● 諮問事項１について電磁的記録は現在の河内長野市では

どんなものを想定しているのか。 

 

● 紙媒体にならずとも組織的に用いているシステムに保管

されているデータ等。 

 

● 決裁についても電子決裁されているのか。 

 

 

● 電子決裁は行われていない。 

 

● 紙になっていない行政文書は多いのか。 
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事務局（勝山） 

 

副会長 

（阪井委員） 

 

事務局（勝山） 

 

 

 

副会長 

（阪井委員） 

 

 

 

 

 

事務局（勝山） 

 

 

 

田中委員 

 

 

田中委員 

 

事務局（勝山） 

 

 

 

副会長 

（阪井委員） 

 

 

事務局（勝山） 

 

 

事務局（小西） 

 

 

 

● そのとおりである。 

 

● 電磁的記録の閲覧は想定しているのか。 

 

 

● 現時点では紙媒体に印刷した物の閲覧・交付が主と想定し

ている。今後、情報化の進展に伴い電磁的記録の閲覧、デー

タでの交付をすることが考えられる。 

 

● 実施機関が定める方法で開示するとなっているが、実施機

関によって開示の方法は異なるのか。 

  ディスク等で電磁的記録の開示をする際、改ざんが行なわ

れた場合に市として検証できるような仕組み、例えば、ハッ

シュ関数を用いてハッシュ値を保存しておくような手法を

お考えか。 

 

● 実施機関と事前に協議し、市として統一した開示の方法を

行なう予定である。 

  改ざん等への対応は意見として頂くこととしたい。 

 

● 電磁データは、利用者の活用のし易さがメリットである。 

 トレーサビリティ(追跡可能性)を確保するということ。 

 

● 要配慮個人情報は国とあわせる形にするということか。 

 

● 要配慮個人情報については、市民にとってもわかりやすい

制度となるよう、市と国で要配慮個人情報の定義が異なるこ

とは望ましくないため、国とあわせる形にする。 

 

● マイナンバーの確認をする際、コピーを提出していたが、

現在提示だけで済んでいるのはなぜか。コピーを提出させて

いた物は現在どのような扱いをされているのか。 

 

● 実際の運用が始まった中で、国からの Q&A などが示された

ことによると思われる。 

 

● すでに本市が保有しているマイナンバーのコピーについ

ては、定められた保存期間が経過した後、破棄という扱いにな

る。 
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副会長 

（阪井委員） 

 

事務局（小西） 

 

 

会長 

（石田委員） 

 

事務局（勝山） 

 

 

事務局（武田） 

 

 

 

事務局（野川） 

 

 

 

 

 

 

 

田中委員 

 

 

 

副会長 

（阪井委員） 

 

 

事務局（武田） 

 

 

 

 

田中委員 

 

 

● 実施機関内でも課ごとにマイナンバーを提出したが、そう

いうものなのか。 

 

● マイナンバーを収集した目的以外に使用することは出来

ないため、そのように提出してもらうこととなる。 

 

● マイナンバーの収集方法は法律に定められているのか。 

 

 

● 法律に基づいてマインバーを収集するが、具体的な方法ま

では、法律に記載されていないと思われる。 

 

● 番号法は提供や収集等の大枠について定められているも

のであり、マイナンバーを収集する際、コピーを添付すると

いう具体的な点については法律で規定されていない。 

 

● マイナンバーが記載された書類はコピーであっても厳重

保管しなければならない。マイナンバーが運用され始めて、

マイナンバーの収集により、厳重保管しなければならない書

類が多くなるといった課題ができ、収集方法について国から

の Q&A などが示されたものと思われる。まずは、提示でマイ

ナンバーを確認して、それができない場合は、コピーを提出

してもらうということに運用が変わったと思われる。 

 

● 個人情報の定義について、氏名・生年月日等の文言が明記

されているが、本籍地等の他に具体的な事項を追加すること

はできないのか。 

 

● 『河内長野市情報公開条例の解釈と運用』と『河内長野市

個人情報保護条例の解釈と運用』にて具体例を記載すると思

われる。 

 

● 改正案の情報公開条例第７条第１号についても、基本は行

政機関情報公開法に文言を合わせるような形としている。氏

名・生年月日等の文言は個人を識別する典型的な情報として

規定されているものと思われる。 

 

● 死者の情報を含むとしているが、条例の文言に明記しない

のか。 
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事務局（勝山） 

 

 

田中委員 

 

事務局（武田） 

 

 

 

副会長 

（阪井委員） 

 

 

 

会長 

（石田委員） 

 

田中委員 

 

会長 

（石田委員） 

 

事務局（勝山） 

 

 

 

会長 

（石田委員） 

 

事務局（武田） 

 

 

 

 

副会長 

（阪井委員） 

 

事務局（武田） 

 

 

● 明記はしていないものの、解釈の上で、個人情報は自然人

に関する情報を含むという考えとしている。 

 

● 自然人に死者は含まれるのか。 

 

● 自然人と死者かは別の問題となる。自然人は、法人である

か自然人であるかの枠組みである。自然人に死者を含むと

理解いただいて差し支えない。 

 

● 生きている時は個人情報として保護されているものが、死

んだ途端に保護されなくなるかの問題と思われる。国の法

律は生存する個人としており、国の方が保護の範囲を狭め

ていると思われる。 

 

● 従来の学説では、遺族の権限を守るために死者の個人情報

の保護をしている。 

 

● 遺族はどこまでが範囲なのか。 

 

● 遺族の権利利益が関わる範囲だと思われる。 

 

 

● 死者の個人情報を開示請求できる遺族の範囲は条例規定

で、配偶者、子、父母と個人情報保護条例第１３条第６項

に規定をしている。 

 

● 第１３条第６項の規定は遺族の権利利益を守るためにあ

るのか。 

 

● 個人情報を識別できるかどうかで判断をしている。死者

であっても識別できることから個人情報となる。死者は自

己の情報を開示できないため、死者になりかわって遺族が

開示できるとしている。 

 

● 死者の情報を死者の権利として請求できるということか。 

 

 

● そう理解していただいて差し支えない。 
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会長 

（石田委員） 

 

 

副会長 

（阪井委員） 

 

 

事務局（勝山） 

 

田中委員 

 

 

 

金子委員 

 

 

 

事務局（小西） 

 

 

田中委員 

 

事務局（勝山） 

 

 

 

田中委員 

 

 

事務局（武田） 

 

 

田中委員 

 

 

 

 

 

 

● 死者に権利があるかどうかは学説上分かれる。遺族の権利

利益としては分かるが。他市で、審議会の委員をしている

際、死者の権利について非常に議論となった。 

 

● 『河内長野市情報公開条例の解釈と運用』と『河内長野市

個人情報保護条例の解釈と運用』までパブリックコメント

として出すのか。 

 

● 膨大な量となる為、そこまでは考えていない。 

 

● パブリックコメントを行っていることを知っている方が

少ないように思われる。実施については、十分な周知をし

ていただきたい。 

 

● 全体的に法律用語等が多く分かりにくい。是非ともパブリ

ックコメントをする際には、市民にとって分かりやすいよ

うにしていただきたい。 

 

● 市民に理解していただきやすい形でパブリックコメント

を実施していく。 

 

● 不存在をどのように証明するのか。 

 

● 今回の改正案により、不存在に処分性を持たせ、不服申

立てできるようにすることにより、不存在の証明の有無に

ついて争う機会が生じることになる。 

 

● 審査請求の裁決までの期間を削除したら、いつまでたっ

ても裁決しなくていいという状態にならないか。 

 

● いつまでたっても裁決しない場合は訴訟という手段が

る。 

 

● 訴訟は一般市民としてはしたくない。審査請求の裁決ま

での期間を削除するのではなく、一定の目安としての期間

を示す方が市民にとって良いものだと思う。現行の期間で

裁決できない等はあったのか。 
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事務局（武田） 

 

 

 

 

副会長 

（阪井委員） 

 

事務局（勝山） 

 

田中委員 

 

事務局（勝山） 

 

副会長 

（阪井委員） 

 

会長 

（石田委員） 

 

 

 

会長 

（石田委員） 

 

 

 

● 行政不服審査法において、標準審理期間を定めるという規

定はあるが、条例に定めなければならないとはなっていな

い。審査請求には様々な事案の請求があることから、今回

の改正案とさせていただいた。 

 

● 今まで、現行の９０日以内で裁決できないことがあったの

か。 

 

● 現行は厳しい期間の中、裁決を行なっている状態である。 

 

● 努力義務として現行の期間を残すのはどうか。 

 

● そういう選択もある。 

 

● 事務局が審査期間の削除について、提案することとなった

事案等の説明が必要ではないか。 

 

● 行政不服審査法が改正されたことに伴い、審査手続に時間

がかかるようになったことは事実。 

  審査請求の裁決までの期間について、府内の全市の状況を

調べ、次回の審議会に報告をお願いします。 

 

● 次回は、審議会としての意見をとりまとめ、答申書をつく

ることとなるが、それに先立ち、たたき台としての案の作

成を事務局にお願いしたい。 
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平成２９年度 第１回 河内長野市情報公開運営審議会及び 

河内長野市個人情報保護運営審議会 出席委員名簿 

 

  氏名 ふりがな 出欠 備考 

1 石田 榮仁郎 ｲｼﾀﾞﾋﾃﾞｼﾞﾛｳ ○   

2 金子  幸子 ｶﾈｺｻﾁｺ ○   

3 阪井 千鶴子 ｻｶｲﾁﾂﾞﾞｺ ○   

4 田中  繁 ﾀﾅｶｼｹﾞﾙ ○   

5 御前 緑 ﾐｻｷﾐﾄﾞﾘ ×   
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平成２９年度 第１回 河内長野市情報公開運営審議会及び 

河内長野市個人情報保護運営審議会 出席職員名簿 

 

  役職 氏名 備考 

1 総務部長 小西 昌敏 事務局 

2 総務課長 野川 弘嗣 〃 

3 総務課参事 武田 宗久 〃 

4 主幹兼係長 勝山 慎士 〃 

5 副主査 岡本 祥吾 〃 
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